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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第３四半期
連結累計期間

第41期
第３四半期
連結累計期間

第40期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 （百万円） 1,317,111 1,526,811 1,841,353

経常利益 （百万円） 21,346 26,118 30,915

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 13,952 17,477 18,238

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 10,133 23,810 21,562

純資産額 （百万円） 194,813 223,820 206,187

総資産額 （百万円） 672,330 801,865 673,078

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 451.33 565.42 589.96

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.8 25.8 28.2

回次
第40期

第３四半期
連結会計期間

第41期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 167.10 199.45

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

４．平成28年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また主

要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、好調な欧米景気や安定した中国経済を背景に、東南アジアにも回復の

動きが広がり、全体として堅調に推移しました。

堅調な世界経済を背景に、日本経済は、個人消費の持ち直し、輸出の増加などによる企業収益の改善や建設・設

備投資の拡大に支えられ、緩やかな回復基調を維持しました。

このような経営環境の下、当社グループの連結業績につきましては、売上高は2,096億円、15.9％増収となる1兆

5,268億円となりました。営業利益は22億円、10.5％増益となる232億円、経常利益は持分法による投資利益の改善

などから47億円、22.4％増益となる261億円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は35億円、25.3％

増益となる174億円となりました。

報告セグメントの業績は次のとおりであります。

（鉄鋼）

鉄鋼事業におきましては、鋼材需要は内外とも概ね堅調に推移しました。当社の販売数量は、国内は増加しまし

たが、輸出は前年同期が高水準であったこともあり減少しました。販売価格は、前年度下期からの鋼材価格の回復

を受け、前年同期と比較し国内、輸出とも大きく上昇しました。これらにより、売上高は2,101億円、20.4％増収

となる1兆2,386億円となり、経常利益はグループ会社の損益改善もあり、60億円、45.6％増益となる194億円とな

りました。

（産機・インフラ）

産機・インフラ事業におきましては、非鉄市況の上昇により、売上高は54億円、8.9％増収となる667億円となり

ました。経常利益は、持分法適用会社における負ののれん発生益の計上などにより、12億円、73.3％増益となる29

億円となりました。

（繊維）

繊維事業におきましては、厳しい販売環境が継続し、売上高は51億円、4.4％減収となる1,121億円となりまし

た。経常利益は、前年同期にあった円高による原価低減効果の減少や、小ロット・短納期化による利益率の悪化、

グループ会社の損益悪化などから、19億円、52.8％減益となる17億円となりました。

（食糧）

食糧事業におきましては、食肉価格は全体としては安定的に推移し、売上高は前年同期比微減となる1,081億円

となりましたが、経常利益は、輸入鶏肉の市況変動などにより利益率が悪化したことから、6億円、24.3％減益と

なる19億円となりました。

（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、売上債権及びたな卸資産の増加があり、前期末比1,287億円の増加

となる8,018億円となりました。

負債合計は、仕入債務及び借入金の増加があり、前期末比1,111億円の増加となる5,780億円となりました。

純資産合計は、配当金支払いがあったものの、当第３四半期連結累計期間での親会社株主に帰属する四半期純利

益の計上があり、前期末比176億円の増加となる2,238億円となりました。

（３）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

（５）研究開発活動

該当事項はありません。

（６）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であったAguascalientes Steel Coil Center, S.A. de C.V.の建屋及び製造設

備については、平成29年10月より稼働しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 30,957,800 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定の

ない株式

単元株式数100株

計 30,957,800 同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 30,957,800 － 12,335 － 8,750

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 43,600
－ －

（相互保有株式）

普通株式 4,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,733,900 307,339 －

単元未満株式 普通株式 176,300 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 30,957,800 － －

総株主の議決権 － 307,339 －

（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式及び当社所有の自己株式がそれぞ

れ43株及び97株含まれております。

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)

日鉄住金物産株式会社
東京都港区赤坂

８丁目５－27
43,600 － 43,600 0.14

(相互保有株式)

鐵商株式会社
東京都江戸川区松江

７丁目24－17
4,000 － 4,000 0.01

計 － 47,600 － 47,600 0.15

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人 トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,690 21,888

受取手形及び売掛金 403,720 ※492,278

たな卸資産 91,675 115,504

その他 20,375 23,807

貸倒引当金 △1,011 △1,341

流動資産合計 537,450 652,136

固定資産

有形固定資産 57,783 57,939

無形固定資産

のれん 91 63

その他 771 709

無形固定資産合計 862 773

投資その他の資産

その他 80,224 94,174

貸倒引当金 △3,241 △3,159

投資その他の資産合計 76,982 91,015

固定資産合計 135,628 149,728

資産合計 673,078 801,865

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 224,266 ※247,199

短期借入金 127,883 209,801

未払法人税等 3,324 3,204

引当金 3,791 2,165

その他 26,328 32,554

流動負債合計 385,594 494,925

固定負債

長期借入金 68,216 67,773

引当金 554 493

退職給付に係る負債 1,891 1,934

その他 10,634 12,918

固定負債合計 81,296 83,119

負債合計 466,891 578,045

純資産の部

株主資本

資本金 12,335 12,335

資本剰余金 50,721 50,755

利益剰余金 115,308 126,758

自己株式 △127 △137

株主資本合計 178,237 189,711

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,266 13,137

繰延ヘッジ損益 △355 △315

為替換算調整勘定 3,696 4,440

退職給付に係る調整累計額 61 121

その他の包括利益累計額合計 11,668 17,385

非支配株主持分 16,280 16,723

純資産合計 206,187 223,820

負債純資産合計 673,078 801,865
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

売上高 1,317,111 1,526,811

売上原価 1,225,105 1,429,967

売上総利益 92,006 96,844

販売費及び一般管理費 71,000 73,629

営業利益 21,005 23,214

営業外収益

受取利息 266 290

受取配当金 645 1,073

持分法による投資利益 974 2,678

仕入割引 354 416

その他 880 1,316

営業外収益合計 3,122 5,775

営業外費用

支払利息 1,941 2,375

為替差損 413 －

その他 427 495

営業外費用合計 2,781 2,871

経常利益 21,346 26,118

特別利益

固定資産売却益 107 170

投資有価証券売却益 230 116

段階取得に係る差益 101 －

負ののれん発生益 41 －

特別利益合計 482 287

特別損失

減損損失 167 0

投資有価証券売却損 156 19

投資有価証券評価損 87 392

出資金評価損 38 －

持分変動損失 79 －

関係会社整理損 202 －

特別損失合計 732 412

税金等調整前四半期純利益 21,096 25,994

法人税等 6,507 7,695

四半期純利益 14,588 18,298

非支配株主に帰属する四半期純利益 636 820

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,952 17,477
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

四半期純利益 14,588 18,298

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,079 4,840

繰延ヘッジ損益 1,510 38

為替換算調整勘定 △6,936 △312

退職給付に係る調整額 133 60

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,241 886

その他の包括利益合計 △4,454 5,512

四半期包括利益 10,133 23,810

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 11,302 23,194

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,168 616
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間において、新規設立によりNSSBコンストラクション株式会社を連結の範囲に含めてお

ります。また、エスエスシー北関東株式会社は、NSMコイルセンター株式会社との合併により連結の範囲から除

外しております。

第２四半期連結会計期間において、清算結了により株式会社ローウェルコーポレーションを連結の範囲から除

外しております。

当第３四半期連結会計期間において、新規設立により苫小牧スチールセンター株式会社を連結の範囲に含めて

おります。また、日鐵商事（上海）有限公司は、日鉄住金物産（上海）有限公司との合併により連結の範囲から

除外しております。

（追加情報）

当社は、平成29年９月29日開催の取締役会において、三井物産株式会社及びその関係会社が営む鉄鋼事業の一

部の譲受及び資本関係強化を目的として三井物産株式会社に対する第三者割当の方法による新株式の発行を行う

ことを決議し、同日付で契約を締結致しました。

当連結会計年度の第２四半期報告書「経理の状況（追加情報）」で開示した内容に変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関借入金等に対する債務保証であり、その主な保証先は次のとおりでありま

す。なお、保証人の間で負担の取決めがある場合には、当社の負担額を記載しております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

Rojana Energy Co.,Ltd. 919百万円 Rojana Energy Co.,Ltd. 972百万円

MDI-SB ソーラー㈱ 473百万円 MDI-SB ソーラー㈱ 421百万円

Rojana Power Co.,Ltd. 326百万円 Rojana Power Co.,Ltd. 345百万円

三井物産鋼材販売㈱ 311百万円 NIPPON STEEL & SUMIKIN COLD 

HEADING WIRE INDIANA INC.
316百万円

その他 893百万円 その他 1,015百万円

計 2,924百万円 計 3,070百万円

上記には、保証類似行為が含まれております。

２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形割引高 644百万円 569百万円

輸出手形割引高 28,024百万円 23,085百万円

受取手形裏書譲渡高 128百万円 155百万円

３ 債権流動化に伴う買戻義務

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

債権流動化に伴う買戻義務 6,470百万円 3,888百万円

４ 四半期連結会計期間末日満期手形（※）

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －百万円 8,000百万円

支払手形 －百万円 6,726百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 3,854百万円 3,998百万円

のれんの償却額 34百万円 34百万円

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 2,318 7.50 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月２日

取締役会
普通株式 2,318 7.50 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 3,246 105.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

平成29年11月２日

取締役会
普通株式 2,782 90.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

(注) 平成29年３月31日を基準日とする１株当たり配当額は、平成28年10月１日を効力発生日とした10株を１株とする

株式併合を踏まえております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

鉄鋼
産機・
インフラ

繊維 食糧 計

売上高

外部顧客への売上高 1,028,491 61,262 117,312 108,859 1,315,925 1,186 1,317,111 － 1,317,111

セグメント間の内部

売上高又は振替高
612 863 3 － 1,479 123 1,603 △1,603 －

計 1,029,104 62,125 117,316 108,859 1,317,405 1,310 1,318,715 △1,603 1,317,111

セグメント利益

（経常利益）
13,341 1,731 3,657 2,518 21,249 88 21,338 8 21,346

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業他を含んでおり

ます。

２．セグメント利益の調整額８百万円は、セグメント間取引消去８百万円であります。

３．「報告セグメント」及び「その他」のセグメント利益の合計は、調整額８百万円を除き、四半期連結損益計

算書の経常利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

鉄鋼
産機・
インフラ

繊維 食糧 計

売上高

外部顧客への売上高 1,238,613 66,744 112,164 108,148 1,525,670 1,140 1,526,811 － 1,526,811

セグメント間の内部売

上高又は振替高
659 758 3 － 1,421 158 1,580 △1,580 －

計 1,239,273 67,502 112,168 108,148 1,527,092 1,299 1,528,391 △1,580 1,526,811

セグメント利益

（経常利益）
19,418 2,999 1,727 1,906 26,052 66 26,118 △0 26,118

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業他を含んでおり

ます。

２．セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去△０百万円であります。

３．「報告セグメント」及び「その他」のセグメント利益の合計は、調整額△０百万円を除き、四半期連結損益

計算書の経常利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 451円33銭 565円42銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
13,952 17,477

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
13,952 17,477

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,914 30,911

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

２．平成28年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成29年11月２日開催の取締役会において、第41期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

１．配当金の総額………………………………………普通株式 2,782百万円

２．１株当たりの金額…………………………………普通株式 90円00銭

３．配当の効力発生日及び支払開始日………………平成29年12月４日

（注） 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行ってお

ります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年２月14日

日鉄住金物産株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 本野 正紀 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久世 浩一 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 秋山 謙二 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鉄住金物産株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日鉄住金物産株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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